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１．概要 

１．１ 目的 

 ●●●●建設株式会社（以下、「●●建設殿」という）が、「（仮称）●●●●建物」（以下、「本建

物」という）の建設施工時において、OTS-60 型クレーンを解体するための OJ-13N 型クレーンを本

建物の屋上工作物に設置したときに発生が想定される荷重に対し、本検討対象部材（１．２④参照）

の構造安全性が確保できるか否かを構造計算等に基づき確認する。その確認の結果、本検討対象部

材の構造安全性の確保が困難と評価された場合は、本検討対象部材の構造安全性を確保するための

補強計画（案）を提案する。 

 

１．２ 前提条件 

下記に示す事項を本検討の前提条件とする。 

 

①本検討で対象とする解体用クレーン 

 ２章に示す OJ-13N 型の解体用クレーン（以下、「解体用 C」という）を本検討の対象とする。 

 

②本検討の対象期間 

 解体用 C を設置・稼働している期間とする。 

 

③本検討の対象期間における建物の状態 

 本建物の構造躯体は基本的にすべて設計条件のとおりに施工が完了しているものとする。また、

本建物の構造躯体のコンクリート圧縮強度は、設計基準強度 Fc 以上であるものとする。 

 

 ④本検討対象部材 

  以下の部材を検討対象とする。 

  ・屋上工作物（鉄骨柱・梁・ブレース） 

  ・屋上工作物支持鉄骨部材（R 階梁・ブレース、21 階柱） 

  ・補強部材（図 1.1 参照） 

  ・解体用 C 受梁（図 1.1 参照） 

 

⑤本検討で想定する荷重 

解体用 C の設置により発生が想定される荷重及びその荷重と重畳する荷重（躯体重量、施工時

積載荷重、風荷重及び地震荷重）を考慮する。 
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１．３ 補強計画（案）及び検討結果の要約 

 図 1.1 に補強計画（案）、表 1.1 に本検討結果の要約を示す。補強しない場合の最大検定値（発生

値／評価基準値）が 1 を上回ったことから、図 1.1 に示す補強計画（案）による補強を行い、表 1.1

に示すとおり補強した場合の最大検定値（発生値／評価基準値）は 1 以下となった。以上から本検

討書に示される解体用 C 設置計画及び補強計画（案）に基づき解体用 C を設置した場合において本

建物の構造安全性は確保されることを確認した。 

 

表 1.1 検討結果の要約 

補強の要否 

の判定 
必要 

検討部材 

・屋上工作物 

（鉄骨柱・梁・ブレース） 

・屋上工作物支持鉄骨部材 

（R 階梁・ブレース、21 階柱） 

補強部材 

解体用 C 受梁 
ブレース 梁 

最大検定値*1
 1.0 0.82 0.80 0.68 

*1
 補強後の発生応力／評価基準値（短期許容応力） 

 

 

 

 
 

(a) クレーン基礎設置位置、クレーン受梁及び補強部材（梁）の配置 

 

図 1.1 補強計画（案）【1/2】 

 

 

A A

A-A断面
（断面の向き）

BW294
（クレーン受梁）BW294

（補強部材（変更部材））
BW294A
（補強部材（変更部材））

剛接

記号 部材断面 材質 備考

BW294A H-294x200x8x12 SN490B

BW294 H-294x200x8x12 SS400

クレーン基礎
設置位置
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(b) 補強部材（鉛直ブレース V24）の配置 

 
(c) 補強部材（鉛直ブレース V30）の配置 

 

図 1.1 補強計画（案）【2/2】 

V24
（補強部材（変更部材））

記号 部材断面 材質 接合部

V24 M24(ターンバックル付き) SS400相当
HTB 2-M20(F8T)
G.PL-9mm(両側隅肉、S=9mm)

V30

（補強部材（変更部材））

記号 部材断面 材質 接合部

V30 M30(ターンバックル付き) SS400相当
HTB 2-M24(F8T)
G.PL-12mm(両側隅肉、S=12mm)
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２．解体用 Cの設置計画 

２．１ 解体用 Cの概要 

 本建物の屋上工作物に設置する解体用 C である OJ-13N 型クレーンの概要を表 2.1 に示す。 

 

表 2.1 本建物に設置する解体用 C の概要 

機種 最大作業半径 最大定格荷重 

OJ-13N 
12m 

（1.1t 吊荷時） 
1.1t 

 

２．２ 解体用 Cの設置計画 

 表 2.2、図 2.1(a)及び(b)に本検討対象の解体用 C の設置計画を示す。 

 

 

表 2.2 解体用 C の設置計画（●●建設殿提供情報に基づく） 

解体用 C 

設置位置 

タワー高さ 

（マスト本数） 

本建物の施工範囲 

最終まで 
屋上工作物 

0m 

（0 本） 
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(a) クレーン配置概要 

 

図 2.2 解体用 C の設置計画（●●建設殿提供資料）【1/2】 
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(b) クレーン基礎配置（平面図） 

 

図 2.2 解体用 C の設置計画（●●建設殿提供資料）【2/2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解体用クレーン基礎配置
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３．構造安全性の検討 
 

３．１ 検討方針 

 

（１）検討フロー 

 図 3.1 に本検討のフローを示す。荷重条件・評価基準は図 3.1 に示すとおりである。本検討に係る

応力計算結果等が評価基準を満足しない場合は、評価基準を満足する補強計画（案）を提案する。 

 

 

 
 

図 3.1 解体 C 設置に係る構造安全性検討フロー 

 

（２）検討方針 

解体用 C からの局部的な荷重を受ける屋上工作物（鉄骨柱・梁・ブレース）、屋上工作物を支持

する R 階梁・ブレース及び 21 階柱、補強部材（ブレース、梁）、解体用 C 受梁に生じる部材応力に

対する断面検定を行う。 

 

ａ）地震荷重及び風荷重による水平荷重の設定方針 

施工時条件における地震荷重は、建築基準法施行令及び建設省告示に基づく静的地震力

(C0=0.2)による地震荷重である。また、施工時条件における風荷重は、建築基準法施行令及び建設

省告示に基づく風荷重に対して「日本建築学会：建築物荷重指針・同解説(2015)」の再現期間換

算係数を考慮して算定したものである。設計用再現期間 r は、「建築仮設構造研究会：建築仮設の

構造計算、2012 年 10 月」を参考に 10 年と設定した。 

図 3.2(a)に地震荷重及び風荷重による本建物の層せん断力を示す。図 3.2(a)のグラフ縦軸の 22

解体用C設置計画

・屋上工作物（鉄骨柱・梁・ブレース）
・屋上工作物支持鉄骨部材（R階梁・ブレース、21階柱）
・補強部材（補強を行う場合に限る）
・解体用C受梁

評価対象部材の選定

荷重条件・評価基準の設定

〇荷重条件
・「躯体重量及び施工時積載荷重」＋「解体用C荷重」＋「地震荷重」
・「躯体重量及び施工時積載荷重」＋「解体用C荷重」＋「風荷重」

〇評価基準
短期許容応力(※1)

応力・変形計算

評価基準との比較による
構造安全性の判定

END

（OK）
（NG）

(※1) 「建築仮設構造研究会：建築仮設の構造計算、2012年10月」[1]を参考に短期許容応力を採用。

補強計画（案）の作成
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21

22

23

24

25

0 1000 2000 3000

階

建物の各階の層せん断力（kN）

建物（地震）

建物（風）

21

22

23

24

25

0 100 200 300 400

階

屋上工作物に作用する水平荷重（kN）

工作物（地震）

工作物（風）

階が R 階、23 階～24 階が塔屋 1 階～2 階を表す。図 3.2(b)に地震荷重及び風荷重によって屋上工

作物に作用する水平荷重を示す。図 3.2(b)のグラフ縦軸の 24 階は、屋上工作物天端を表す。 

図 3.2(a)より建物に作用する層せん断力について、地震荷重による層せん断力は風荷重による

層せん断力を上回っている。また、図 3.2(b)より、屋上工作物に作用する水平荷重について、風

荷重による水平荷重は、地震荷重による水平荷重を上回っている。この結果から、建物に作用さ

せる自然現象による水平荷重は地震荷重、屋上工作物に作用させる自然現象による水平荷重は風

荷重とした。 

 

ｂ）応力計算モデルのモデル化範囲 

 本検討では、解体用 C によって局部的な影響を受ける範囲の構造安全性の検討が目的であり、

本建物の 21 階から上部をモデル化する。本検討における評価対象部材は、前述のとおり下記と

する。 

   ・屋上工作物（鉄骨柱・梁・ブレース） 

   ・屋上工作物支持鉄骨部材（R 階梁・ブレース、21 階柱） 

   ・補強部材（図 1.1 参照） 

   ・解体用 C 受梁（図 1.1 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (a)本建物の層せん断力       (b)屋上工作物に作用する水平荷重 

 

図 3.2 本建物及び屋上工作物における地震荷重と風荷重の比較 
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３．２ 解体用 Cのブーム方向及び荷重 

 図 3.3 に解体用 C のブーム方向と解体用 C 受梁配置との関係を示す。本検討では、解体用 C のブ

ーム方向は図 3.3 に示される(1)～(8)とする。表 3.1(a)及び(b)に解体用 C による荷重を示す。解体用

C による荷重は、クレーン作動時及び地震時それぞれで与えられている。本検討では、それら荷重

のうち(1)～(8)のブーム方向ごとに最大の荷重を採用した。 

 

 
 

 

図 3.3 解体用 C のブーム方向とタワークレーン架台配置との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)
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表 3.1(a) 解体用 C による荷重（作動時） 

（●●建設殿提供資料） 

 
 

表 3.1(b) 解体用 C による荷重（地震時） 

（●●建設殿提供資料） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

解体用クレーン基礎の反力

解体用クレーン基礎の反力
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３．３ 本検討で想定する荷重状態 

 本検討で想定する荷重状態は、解体用 C の設置により本建物に作用する荷重及びその荷重と重畳

する可能性がある自然現象等による荷重を考慮して設定した。 

表 3.2 に本検討で考慮する荷重状態を示す。表 3.2 は、「JIS B 8831：2004、クレーン－荷重及び荷

重の組合せに関する設計原則」[2]（以下、「JIS B 8831」という）及び「一般社団法人日本クレーン協

会：クレーン構造規格」[3]を参考に設定した。なお、JIS B 8831 には雪荷重等が記載されているが、

本建物は多雪区域に立地していないこと等から、地震荷重及び風荷重と雪荷重が重畳する可能性は

低いと考えられ、雪荷重による影響は軽微と捉えて雪荷重に対する検討を省略した。 

 

表 3.2 本検討で考慮する荷重状態 

分類 具体的な荷重 

定常荷重 

・解体用 C による荷重 

・躯体重量 

・施工時積載荷重 

非定常荷重 風荷重 

特殊荷重 地震荷重 
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３．４ 荷重ケース及び評価基準 

 ３．２及び３．３に示す解体用 C のブーム方向及び荷重状態を踏まえて設定した荷重ケース並び

に本建物の構造安全性評価に用いる評価基準（許容応力）を表 3.3 に示す。 

 

表 3.3 荷重ケース 

荷重 

ケース 

No. 

荷重 
評価基準 

（許容応

力） 

定常荷重 非定常荷重又は特殊荷重 

建物 
解体用 C

 *1
 

自然現象 
荷重 方向 

1 
躯体重量＋ 

施工時積載荷重*2
 

鉛直荷重及び 

水平荷重 
(1) 

地震・風荷

重*3
 

短期*4
 

2 同上 同上 (2) 同上 

3 同上 同上 (3) 同上 

4 同上 同上 (4) 同上 

5 同上 同上 (5) 同上 

6 同上 同上 (6) 同上 

7 同上 同上 (7) 同上 

8 同上 同上 (8) 同上 
*1 解体用 C から作用する(1)～(8)方向それぞれの鉛直方向及び水平方向荷重。（表 3.1(a)及び(b)） 
*2 「建築仮設構造研究会：建築仮設の構造計算、2012 年 10 月」[1]を参考に仮設材重量等を含む

施工時積載荷重として 500N/m
2と設定した。 

*3 ３．２節の（２）ａ）に示したとおり、本建物には地震荷重、屋上工作物には風荷重を作用

させる。地震荷重は、建築基準法施行令及び建設省告示に基づく静的地震力(C0=0.2)、風荷重

は、建築基準法施行令及び建設省告示に基づく風荷重に対して「日本建築学会：建築物荷重指

針・同解説(2015)」の再現期間換算係数を考慮して算定したもので、設計用再現期間 r は、「建

築仮設構造研究会：建築仮設の構造計算、2012 年 10 月」を参考に 10 年と設定した。 
*4 「建築仮設構造研究会：建築仮設の構造計算、2012 年 10 月」[1]を参考に短期許容応力を採用。 
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３．５ 変形・応力計算モデル 

 図 3.4 に本建物の FEM 静的応力計算モデルを示す。応力計算には、MIDAS 社（MIDAS Information 

Technology Co, Ltd.）の MIDAS iGen (2015 Ver.845 R1)を用いた。 

 図 3.4 に示すモデルにおいて、屋上工作物（鉄骨柱・梁・ブレース）、屋上工作物支持鉄骨部材（R

階梁・ブレース、21 階柱）、補強部材（ブレース、梁）、解体用 C 受梁は、ブレースを除きすべて梁

要素でモデル化した。ブレースは引張専用トラス要素（材料非線形要素）でモデル化した。R 階及

び塔屋のコンクリートスラブは板要素でモデル化した。図 3.4 に示す応力計算モデルに定常荷重を負

荷した状態で、図 3.3 に示す解体用 C のブーム方向(1)～(8)の方向それぞれに対する解体用 C による

荷重及び地震荷重・風荷重を負荷した全 8 ケースの応力計算を実施した。 

 

 

 

 
図 3.4 FEM 応力計算モデル 

 

 

 

 

 

 

 

クレーン受梁

補強部材
（ブレース：V24）

柱脚部：固定

クレーン荷重負荷位置

補強部材
（ブレース：V30）

塔屋（評価対象外）

屋上工作物

コンクリートスラブ

補強部材
（梁：BW294） 補強部材

（梁：BW294A）
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３．６ 変形・応力計算結果 

 図 3.5～図 3.7 に、部材応力検定値が最大となった荷重ケース No.8（クレーンブーム方向：(8)）に

対する変形図、軸力図、曲げモーメント図を示す。 

 

 
図 3.5 変形図（荷重ケース No.8） 
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(a) 要素の軸力 

 

 
(b) 軸力分布図 

 

図 3.6 軸力図（荷重ケース No.8、梁要素） 
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(a) 要素の曲げモーメント 

 

 
(b) 曲げモーメント分布図 

 

図 3.7 曲げモーメント（荷重ケース No.8、梁要素の強軸回り） 
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３．７ 部材応力評価 

（１）最大部材応力検定値の分布 

 図 3.8 にすべての荷重ケースに対する鉄骨部材の最大部材応力検定値の分布を示す。図 3.8 には、

屋上工作物（鉄骨柱・梁・ブレース）、屋上工作物支持鉄骨部材（R 階梁・ブレース、21 階柱）、補

強部材（ブレース、梁）、解体用 C 受梁に対する最大部材応力検定値が示されている。鉄骨部材の部

材応力検定の詳細は「添付１「MIDAS iGen」による鉄骨部材の部材応力検定」を参照されたい。 

 図 3.8 よりすべての鉄骨部材について最大部材応力検定値は 1 以下であることが確認された。 

 

 

 

 
図 3.8 最大部材応力検定値の分布（荷重ケース No.1～No.8、評価対象鉄骨部材） 
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（２）最大部材応力検定値の一覧 

 本建物の柱・梁部材（鉄骨柱・梁、CFT 柱）、補強部材（ブレース、束柱）、解体用 C 受梁及び解

体用C受梁を支持する束材に対する部材応力検定値の結果を表 3.4に示す。図 1.1に示す補強計画（案）

に示す補強を行った場合、すべての検討対象部材の発生応力が評価基準値以下になることを確認し

た。 

 

表 3.4 最大部材応力検定値 

補強の要否 

の判定 
必要 

検討部材 

・屋上工作物 

（鉄骨柱・梁・ブレース） 

・屋上工作物支持鉄骨部材 

（R 階梁・ブレース、21 階柱） 

補強部材 

解体用 C 受梁 
ブレース 梁 

最大検定値*1
 1.0 0.82 0.80 0.68 

*1
 補強後の発生応力／評価基準値（短期許容応力） 
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３．８ クレーン受梁のねじりに対する応力評価 

 

（１） 検討対象部材 

 表 3.5 に示す解体用 C の受梁（図 1.1）を検討対象とする。 

 

表 3.5 検討対象部材 

部材 梁記号 サイズ 材種 

クレーン受梁 BW294 H-294x200x8x12 SS400 

 

（２）検討方法 

 FEM 計算により求めた最大ねじりモーメント MTによってクレーン受梁に生じる応力が評価基準

（短期許容応力）以下になるか検討する。ねじりに対する応力算定には、「建築構造 Q&A 2 S 造

[2]」[4]に掲載されている Saint Venant（サンブナン）のねじり等に基づく応力算定式を用いた。 

 

 

（２．１）H 形断面のねじりに対する応力算定式 

 

（Ａ）H 形鋼の一般部 

 H 形鋼のねじりに対する応力算定式を下記に示す。式(1)及び式(2)からわかるように、H 形鋼では、

ウェブ及びフランジの 3 枚の板が個別に回転している状態となる。すなわち、H 形鋼断面は、ねじ

りへの抵抗力が非常に弱いといえる。 

 

①H 形鋼ウェブに生じるせん断応力（τw）の算定式（一般部） 

 

   
 ･  ･  

   ･  
   ･  ･  

  
                                           (1) 

 

   MT：ねじりモーメント 

   b1：H 形鋼フランジ内法高さ、t1：H 形鋼ウェブ厚さ 

   b2：H 形鋼フランジ幅、t2：H 形鋼フランジ厚さ 

 

②H 形鋼フランジに生じるせん断応力（τf）の算定式（一般部） 

 

   
 ･  ･  

   ･  
   ･  ･  

  
                                           (2) 

 

 式(2)の記号は、式(1)と同じである。 

 

 

（Ｂ）H 形鋼の梁端部 

 H 形鋼は、ねじりを受けるとウェブとフランジが分離するような挙動を示す。そのため、H 形鋼

の梁端部では、式(1)及び式(2)に示す一般部に対する評価とは別に、式(3)及び式(4)によるフランジ応

力に対する検討が必要となる。 

 

①H 形鋼フランジに生じるせん断応力（τf）の算定式（梁端部） 

 

   
 

  
                                           (3) 

 

   Q：フランジに生じるせん断力 
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   Af：フランジのせん断断面積 

②H 形鋼フランジに生じる曲げ応力（σf）の算定式（梁端部） 

 

   
  

 
                                           (4) 

 

          ･α  

      α＝ 
 

 ･ 
  

 

   Q：フランジに生じるせん断力 

   MT：ねじりモーメント、D：フランジの剛性係数、C：ねじり剛性係数 

 

 D 及び C のさらなる詳細は、文献[4]を参照されたい。 
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（３）応力評価結果 

 
 以上の計算結果より、ねじりモーメントによるクレーン受梁の発生応力は評価基準値（短期許容

応力）以下であることを確認した。 
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３．９ 補強部材の接合部の強度評価 

 補強部材である鉛直ブレース（V24 及び V90）の接合部の強度評価を行う。なお、高力ボルトの

許容耐力は、「日本建築学会 高力ボルト接合設計施工ガイドブック 2003」[5]による。 
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４．まとめ 

 以上の結果から、本検討書に示される解体用 C 設置計画及び補強計画（案）に基づき解体用 C を

設置した場合における本検討対象部材の構造安全性は確保されることを確認した。 
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